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新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の

確保を求める意見書（案）の提出について 

 

 

 

上記議案を別紙のとおり会議規則 14 条の規定により提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の

確保を求める意見書（案） 

 

 新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済危機に直面

している。地域経済にも大きな影響が及び、本年度はもとより来年度においても、地方

税・地方交付税など一般財源の激減が避けがたくなっている。 

 地方自治体では、医療介護、子育て、地域の防災・減災、雇用の確保など喫緊の財政

需要への対応をはじめ、長期化する感染症対策にも迫られ、地方財政は巨額の財政不足

を生じ、これまでにない厳しい状況に陥ることが予想される。 

 よって、国においては、令和 3年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、下記事項

を確実に実現されるよう、強く要望する。 

 

 

記 

 

  

１ 地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額を確保す

ること。その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、発行額の縮減に努める

とともに、償還財源を確保すること。 

 

２ 地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機能の両機能が適切に発

揮できるよう総額を確保すること。 

 

３ 令和 2年度の地方税収が大幅に減収となることが予想されることから、思い切った

減収補填措置を講じるとともに、減収補填債の対象となる税目についても、地方消費

税を含め弾力的に対応すること。 

 

４ 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築に努めるとともに、国税・

地方税の政策税制については、積極的な整理合理化を図り、新設・拡充・継続に当た

っては、有効性・緊急性を厳格に判断すること。 

 

５ とりわけ、固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹に影響

する見直しは、土地・家屋・償却資産を問わず、断じて行わないこと。  

先の緊急経済対策として講じた特例措置は、臨時・異例の措置として、やむを得な

いものであったが、本来国庫補助金などにより対応すべきものである。よって、今回

限りの措置とし、期限の到来をもって確実に終了すること。 



以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

 

 

   

令和  年  月  日 

 

 

                     大分県国東市議会議長 大谷 和義 

 

 

 

 衆議院議長           大島 理森  殿 

 参議院議長           山東 昭子  殿 

 内閣総理大臣          安倍 晋三  殿 

 内閣官房長官          菅  義偉  殿 

 総務大臣            高市 早苗  殿 

 財務大臣            麻生 太郎  殿 

 経済産業大臣          梶山 弘志  殿 

 経済再生担当大臣        西村 康稔  殿 

 まち・ひと・しごと創生担当大臣 北村 誠吾  殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



発議第 5号 

                                                              令和2年9月3日 

 

 

国東市議会議長  大谷 和義  様 

 

                                               

                                         提出者 国東市議会議員  白石 德明 

                                         賛成者 国東市議会議員  萱島 祥彦 

                                         賛成者 国東市議会議員  宮園 正敏 

                                         賛成者 国東市議会議員  木田 憲治 
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日本政府に核兵器禁止条約への参加・調印・批准を求める意見書（案）の提出について 

 

 

 

 

 

上記議案を別紙のとおり会議規則 14 条の規定により提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



日本政府に核兵器禁止条約への参加・調印・批准を求める意見書（案） 

 

 

1945 年 8 月に広島と長崎にアメリカの原子爆弾が投下され、罪のない多くの市民の

命が奪われ、街は破壊され生き残った被爆者もその傷と後遺症に苦しみ続けてきました。 

今年 2020 年は広島・長崎への原爆投下から 75年目の節目の年となりました。被爆者

は長年にわたり、その筆舌に尽くしがたい体験を人々に伝え、核兵器が人類と共存でき

ないことを訴え続けてきました。 

その声は、世界を動かし 2017 年 7 月 7 日、国連総会で核兵器禁止条約が採択され、

その後これに署名し批准する国が広がっています。2020 年 8月 9 日には批准国は 44か

国になりました。条約では、核兵器が破滅的な結末をもたらす非人道的な兵器として、

国連憲章、国際法、国際人道法、国際人権法に反対するものであると断罪し、これに「悪

の烙印」を押しました。 

条約は第 1条で「核兵器の開発、実験、生産、製造、取得、保有、貯蔵、受領、使用、

使用の威嚇」を全面的に禁止しており、「抜け穴」を許さないものとなっています。ま

た条約では、核保有国の条約への参加の道を規定するなど核兵器完全廃絶への枠組みを

示しています。同時に、被爆者や核実験被害者への援助を行う責任も明記され、被爆国、

被害国民の切望に応えるものとなっています。この核兵器禁止条約は被爆者とともに私

たち日本国民が長年にわたり熱望してきた核兵器完全廃絶につながる画期的なもので

す。 

来年 1月には NPT（核不拡散条約）再検討会議も開かれ、核兵器廃絶への前進が期待

される年を迎えます。今や核兵器廃絶への道は、世界の流れとなっています。この流れ

は、被爆者の声やそれを支援する多くの人々の努力なしに作られるものではありません

でした。 

この様な時期においても、日本政府はこの条約に反対し参加していないことに心を痛

めるものです。今こそ日本は、唯一の戦争被爆国として地球上の核兵器廃絶に向けて主

導的役割を果たすことを願います。 

被爆国として、核兵器の悲惨さや非人道的な実態を世界に発信すること、核兵器全面

禁止のために真剣に努力する証として、核兵器禁止条約に参加、調印、批准することを

強く求めます。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

  令和  年  月   日  

 

                                  大分県国東市議会議長 大谷 和義 



 

衆議院議長  大島 理森  殿 

参議院議長  山東 昭子  殿 

内閣総理大臣 安倍 晋三  殿 

外務大臣   茂木 敏充  殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



発議第 6号 

令和 2年 9月 3日 

 

 

国東市議会議長 大谷 和義  様 

 

 

 

提出者  国東市議会議員 白石 徳明 

 

賛成者  国東市議会議員 森  正二 

 

 

 

  

地方財政の充実・強化を求める意見書（案）の提出について 

 

 

 

  

 

上記議案を別紙のとおり会議規則１４ 条の規定により提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

地方財政の充実・強化を求める意見書（案） 

 

いま地方自治体には、医療・介護など社会保障への対応、子育て支援策の充実、地域

交通の維持・確保など、より多く、またより複雑化した行政需要への対応が求められて

います。しかし、現実に公的サ-ビスを伴う人材不足は深刻化しており、疲弊する職場

実態にある中、新型コロナウイルス感染症対策や近年多発している大規模災害、そのた

めの防災・減災事業の実施など、緊急な対応を要する課題にも直面しています。 

こうした地方の財源対応について、政府はいわゆる「骨太方針２０１８」で、２０２

１年度の地方財政計画まで、２０１８年度の地方財政計画の水準を下回らないよう、実

質的に同水準を確保するとしています。実際に２０２０年度地方財政計画の一般財源総

額は６３兆４,３１８億円、前年比＋１，０％と、過去最高の水準となりました。 

しかし、人口減少・超高齢化に伴う社会保障費関連をはじめとする地方の財政需要に

対応するためには、さらなる地方財政の充実・強化が求められています。 

このため、２０２１年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、歳入・歳出を的

確に見積もり、地方財政の確立を目指すよう、政府に以下の事項の実現を求めます。 

 

記 

 

１、社会保障、感染症対策、防災、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大

する地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を

図ること。 

 

２、とりわけ、子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援な

ど、急増する社会保障ニ－ズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保及

び地方財政措置を的確に行うこと。 

 

３、新型コロナウイルス対策として、新たに政府が予算化した「新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金」や「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」

については、２０２０年度の補正予算にとどまらず、感染状況や自治体における財政

需要を把握しつつ、２０２１年度予算においても、国の責任において十分な財源を確

保すること。 

 

４、「まち・ひと・しごと創生事業費」として確保されている１兆円について、引き続

き同規模の財源確保を図ること。 



 

５、２０２０年度から始まる会計年度任用職員制度における当該職員の処遇改善に向け

て引き続き所要額の調査を行うなどして、その財源確保を図ること。 

 

６、森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を行い、林業需要の高い自

治体への譲与額を増大させるよう見直すこと。 

７、各種税制の廃止、減税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検証した

上で、代替財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対応を図る

こと。 

 

８、地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、市町村合併の特例算定の

段階的終了への対応、小規模自治体に配慮した段階補正の強化など対策を講じること。 

 

９、地方財政の財源不足額は、依然として４兆５，０００億円強と前年度を超える規模

の財源不足があることから、地方交付税の法定率を引き上げ、臨時財政対策債に頼ら

ない地方財政を確立すること。 

 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

大分県国東市議会議長 大谷 和義 

 

 

 

内閣総理大臣               安倍 晋三 殿 

内閣官房長官               菅  義偉 殿 

総務大臣                 高石 早苗 殿 

財務大臣                 麻生 太郎 殿 

経済産業大臣               梶山 弘志 殿 

内閣府特命担当大臣（地方創生規制改革担当）北村 誠吾 殿 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）  西村 康稔 殿 

 


